
 

平成15年 10月 16日 
 

「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて」について 

 
健全な水循環系構築に関する 
関 係 省 庁 連 絡 会 議 

 
１．趣 旨 
  平成 15年 10月、「健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議」は『健全な水循
環系構築のための計画づくりに向けて』をとりまとめました。 
これは、水循環の健全化に向けて地域で実践している主体に対し、どのような目標
やプロセスで実際に取り組むかについて、地域が主体的・自立的に考え、具体的な施
策を導き出すための基本的な方向や方策のあり方を提示しています。 
 
２．検討経緯 
(1) 平成 10 年８月、水に関係する省庁は「健全な水循環系構築に関する関係省庁連
絡会議」を設置しました。その後、平成11年 10月に健全な水循環系構築に向けた
基本的事項に関する共通認識等を中間的にとりまとめています。 
(2) 平成 12年～13年度に水循環健全化に向けた総合施策検討調査を実施し、平成15
年６月には都市再生プロジェクト（第３次決定）により、寝屋川流域（大阪府）と
神田川流域（東京都）を対象として水循環系再生構想を策定しています。 
(3) 平成 15 年 10 月、これまでの成果も活かし、「健全な水循環系構築のための計画
づくりに向けて」を策定したところです。 
 
３．特徴と今後の取組 
 これは、地域における今後の健全な水循環計画づくりの参考となるとともに、“お
いしい水、きれいな水”の復権に向けた地域主体の流域づくりや問題解決の糸口を提
供しています。また、このような計画づくりを通じたＮＰＯ等の活動の支援方法、各
主体の役割や責任分担、意識の啓発等の重要性を明示しています。そして、渇水や浸
水被害に対し、事業者や住民その他の関係者による連携施策のあり方や役割も提示し
ています。併せて、ＮＰＯや地域自らが主導した11の事例を紹介しています。 
  今後、関係省庁連絡会議の活動の一環として、地方ブロック会議等において今回策
定した「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて」の説明や広報活動を行う
予定です。また、同連絡会議を通じて、地域の現状を把握する「水資源アセスメント」
や「流域水情報」等の調査検討を実施し、この成果を「健全な水循環系構築のための
計画づくり」の推進に活用していきます。 
 
 



 
「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて」（概要） 

 

 

１．「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて」の背景と目的 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

≪水循環系を取り巻く問題の顕在化≫ 
これまでの都市への人口や産業の集中、都市域の拡大、産業構造の変化、過

疎化、高齢化等の進行、近年の気象変化等を背景に、平常時の河川流量の減少、

湧水の枯渇、各種排水による水質汚濁、不浸透面積の拡大による都市型水害等

の問題が顕著となってきている。 
 

≪健全な水循環系の再生に向けた取組の必要性≫ 
これらの問題は、浸透機能の低下、地表水と地下水の連続性の阻害等といっ

た水循環系の健全性が損なわれていることに起因しており、流域全体を視野に

入れた水循環系の健全化への早急な対応が求められている。 

≪健全な水循環計画の策定の必要性≫ 
「健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議」の設置（平成 10年８月）
や「健全な水循環系構築に向けて（中間とりまとめ）平成 11年 10月」を始め
として、各省でも水循環計画の必要性が示されているが、現段階で水循環系構

築のための検討手法、施策の展開、評価に関して一般化されたものはない。 

≪｢健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて｣の目的≫ 
これは、健全な水循環系構築に向けた取組を具体化するために、住民参加型の計画策

定手法に関する基本的な考え方をとりまとめたものである。また、これは基準書やマニ

ュアルではなく、主に次のような観点から、地域がどのようにして水循環系の実態を把

握し、必要な施策を具体的な行動に結び付けていくべきかを示している。 

○ 水循環系の実態把握の手法 

○ 水循環系の問題点や要因の分析手法、課題の整理方法の例示 

○ 健全な水循環系構築に向けた基本方針や目標設定の考え方 

○ 地域における各主体の連携のあり方とその取組の評価 

○ 健全な水循環系構築に向けた計画づくりの事例や地域の取組の紹介 

 



２．「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて」の構成 

 

 

 

 

 

《概要》 

○ 現在の水循環系に対する認識を始めとした水循環系の現状と課題を整理。 

○ 健全な水循環系の定義を述べるとともに、健全な水循環系構築のための基本的方向を提

示。 

○ 健全な水循環系構築のための計画づくりの意義、目的、視点、進め方を明示。 

 

 

 

 

 

 

 

《概要》 

○ 流域の水循環系を構成する各要素の働きを示し、基礎調査の必要性とともに、過去・現

在・将来にわたる状態把握の手法を記述。 

○ 水循環系の問題点に関する要因分析手法、その分析結果を踏まえた課題の整理を提示 

○ 基本方針、目標設定の基本的な考え方、具体的な対策の検討方法を紹介 

 

 

 

 

 

《概要》 

○ 地域における健全な水循環系の構築に向け、各主体間の連携のあり方、連携の取組を促

進する仕組み、取組の評価方法等を列挙 

 

 

 

 

 

 

《概要》 

○ 各主体の参加と連携の熟度に応じた計画づくりや様々な取組事例を紹介 

○ 地域における取組の評価に関して、計画の推進と継続的な計画の見直しの必要性を記述 

 

 

第Ⅰ編 健全な水循環系の構築に向けた基本的考え方 

第 1章 水循環系の現状と課題 

第２章 健全な水循環系構築のための計画づくり 

第Ⅱ編 計画づくりのためのツール 

第３章 水循環系の状態把握手法 

第４章 水循環系の問題点に関する要因分析手法 

第５章 基本方針、目標設定、対策の検討 

第Ⅲ編 地域における推進方策 

第６章 地域における健全な水循環系構築に向けた取組の推進 

 

第Ⅳ編  地域における計画づくりの事例 

第７章 モデル調査における技術的検討事例 

第８章  地域における活動、取組事例 



３．「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて」の主要ポイント 

 

○ 健全な水循環系構築に向けた計画（以下、｢水循環計画｣と略記。）は、水に関する諸計画を

検討する際の基礎となるものであり、これら諸計画の基本的方向は水循環計画と軌を一にす

るものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 水循環計画の策定に向けた検討のプロセスと個々の課題に対する検討の視点や考え方、検

討事例を紹介。 

 

 

まちづくりに関する計画  

土地利用に関する計画  

防災に関する計画    

環境保全に関する計画    

森林に関する計画    

農地に関する計画    

 関連する諸計画  

水循環計画 

水循環系の将来像の共有  

 ：水に関する個別計画  

整合  

  

流域住民 

NPO 

利水者 

関係行政機関 

有識者 

など 

情 報 提 供
参 加
連 携
利 害 調 整
合 意 形 成

<現状調査> 
・地形、生態系、人口、土地利用等の変遷 
・水利用、河川水量、水質等の変遷 
・水文、気象 

<水循環系の状態把握> 
・水循環系の特徴、過去からの変遷と将来予測 
・水循環系の課題整理 

<課題の要因分析> 

<水循環系健全化に向けた基本方針・目標検討> 
・水循環系の将来像に関する検討 
・洪水防御、水利用、水環境に関する具体的目標の検討 

<具体的対策の検討> 
・ハード対策（行政的対策等）、ソフト対策（住民側の対策等） 

<対策の評価> 

<推進方策の検討> 
・アクションプログラムの検討（関係者の役割分担等含む） 
・計画のフォローアップ体制の検討 

水循環計画の策定プロセス 

NO

YES 目標を満足する 
目標を満足しない 

流域関係者 



 

○ これまでの水循環計画に関する検討事例を参考にして、目標設定の際の留意事項、目標の

立て方、指標の活用に関する事例を紹介。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ 地域における健全な水循環系の構築に当たっては、流域の実状を勘案しつつ、「各主体の参

加と連携」と「技術検討の進捗状況」の双方の熟度や検討を段階毎に進めてくことが重要で

ある。このため、その考え方や取組事例を紹介している。 

 （次ページの整理した表を参照のこと。） 

 

 

ｂ）自然的、社会的制約（前提条件） 
・気象、地形・地質条件 
・人口条件 
・財政条件 
・持続可能な水循環システム   など 

① 環境に果たす水の役割（こうありたい） 
・水量豊かな川、水路 
・きれいな川、水路、湖沼、内湾 
・身近な水辺空間 
・レクリェーション利用等、水面の利活用 
・ヒートアイランド現象の緩和 
・生物多様性の確保                     など 

要 

望 

水循環系の再生に向けた基本理念 
↓ 
目 標 

（持続可能な水循環系の将来像） 
（頑張ればここまでは達成･維持できる） 

② 人間社会の営み（こうありたい） 
・浸水被害の防止 
・安定的水利用の確保 
 

要 

望 

理想と現実のバランス・持続性 

ａ）歴史的変遷（これまでやってきたこと） 
・水資源開発、運用等における教訓（反省） 
・人工の水循環システムのストック 
・現在の水環境の状態            など 
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各主体の「参加と連携の熟度」と「技術検討段階」と関係を整理した例 
 

 各主体の参加と 
連携の熟度 主 体 例 

参加・連携のためのツール 
（例） 

 技術検討の
段階 

検討・取り組み内容の例 

１ 

基
礎
的
段
階 

水問題（危機）の
認識・共有化 

行政主導 
分野別の水管理 

→行政間の連携 

連絡会議の設置（行政） 

 

（
第
３
章
） 

現
状
把
握 

現況把握 
行政間の情報共有 
市民ニーズ・意識の把握 
水環境に関する啓発 

２ 

初
期
段
階 

各主体間の問題意
識を基に具体的活
動の開始 

行政主導 
自発的組織(NPO)の誕生 
主体間交流の場の誕生 
｢学｣との連携開始 

流域協議会の設置 
（行政、専門家） 

情報発信・共有 
（HP、流域情報誌等） 

アンケート 

（
第
４
章
） 

課
題
・
要
因
の
把
握 

現況の分析 
→要因・課題の抽出 

水循環モデル等による技術解析 
行政の問題意識と市民の問題意識のすり合
わせ 

３ 

発
展
段
階 

各主体が取り組み
を活発化させる一
方で、理念・目標
を共有 

行政主導 
NPO等の組織の拡大･法人化 
活動主体林立 
主体間連携･交流の推進 
｢学｣との連携 

流域協議会の設置 
（市民、行政、専門家） 
現地視察･調査等のイベント
開催 
フォーラム等の開催 

 

（
第
５
章
、5.2

・5.3

） 

理
念･

目
標
の
設
定 

現況・課題に関する認識の共有化 
理念・目標に関する協議・合意形成 
（人間社会の営みと環境保全のバランス） 

４ 

突
破
段
階 

共通理念・目標の
基に活動･組織の
統合化 

行政主導 
分野横断･主体間連携の推進 
新たな主体間交流の場（上部
団体等）の誕生 

流域ネットワーク構築 
基金の創設 
協定・条例の制定 

 
（
第
５
章
、5.4

） 

計
画･

施
策
の
策
定 

組織横断的・総合的な取り組みの推進 
市民参加施策の推進（流域対策） 

５ 

成
熟
段
階 

市民主導による内
発的な水循環系構
築の推進 

市民主導 
官民共同 
主体間役割分担の明確化 

流域ネットワークの運営 
基金の運営 
  

（
第
５
章
、5.6

）

計
画
の
実
行･

評
価 

施設の官民共同管理 
市民主導のモニタリング 
計画・施策の進捗把握・評価 

 
各主体の参加拡大、連携熟度の向上 行政主導から市民主導へ 

参加と連携
を進めるこ
とによって
計画づくり
の技術的検
討が進捗 

計画づくり
を契機とし
て参加と連
携の熟度が
向上 



 

6

地域における計画づくりや取組の紹介事例 

調査名等 

 

最上川における 

取組 

鶴見川における 

取組 

海老川における 

取組 

新河岸川における 

取組 

水循環健全化に向けた

総合政策検討調査 

水循環健全化に向けた

総合政策検討調査 

対象流域 最上川流域 鶴見川流域 海老川流域 柳瀬川流域 江戸川・中川流域 小畔川流域 

策定主体 県民フォーラム最上川 鶴見川流域水委員会準

備会 

海老川流域水循環系再

生構想検討協議会 

新河岸川流域水循環マ

スタープラン準備会 

健全な水循環系構築に

関する関係省庁連絡会

議 

健全な水循環系構築に

関する関係省庁連絡会

議 

内 容 県を事務局とし、市町

村や国土交通省の参加

を得ながら、住民主導型

で｢美しいやまがた・最

上川創生構想｣の具体的

な内容である｢最上川創

生プラン｣と行動計画を

策定中。 

｢鶴見川流域水マスタ

ープラン｣の策定に向

け、河川、下水道、まち

づくり、教育等のあらゆ

る分野における100名超

の関係者の問題意識の

共有化を図り、水循環の

健全化に向けた提言。 

平成 10 年に｢海老川

流域水循環系再生構

想｣を、平成11 年に同

行動計画を策定。一部

は目標値も定め、県、

市、住民等が連携・役

割分担を行いながら活

動を展開。 

平成11年より一次支

川である柳瀬川流域に

おいて先行してプラン

の具体的検討を開始。平

成14年にマスタープラ

ンの理念、基本方針、対

策等に関する｢中間とり

まとめ｣を提案。 

中江戸緊急暫定導水

路に関わる水道原水の

水質確保対策の比較評

価を行い、短期的な対応

と長期的な視点からの

取組の実施。 

都市化地域における

水循環機構の解明と水

循環系の健全化に向け

た総合的な貯留浸透機

能向上施策の提案と分

布型水循環モデルによ

る効果の定量評価を実

施。 

 

調査名等 水循環健全化に向けた

総合政策検討調査 

水循環健全化に向けた

総合政策検討調査 

手賀沼水循環回復検討

調査 

都市再生プロジェクト

（第三次決定）に基づく

モデル流域調査 

都市再生プロジェクト

（第三次決定）に基づく

モデル流域調査 

対象流域 泉南地域 糸島地域 手賀沼流域 寝屋川流域 神田川流域 

策定主体 健全な水循環系構築に

関する関係省庁連絡会

議 

健全な水循環系構築に

関する関係省庁連絡会

議 

環境省環境管理局水環

境部 

健全な水循環系構築に

関する関係省庁連絡会

議 

健全な水循環系構築に

関する関係省庁連絡会

議 

内 容 水循環系の健全化に

向けた水源かん養力の

保全、回復、増進ととも

に、水辺環境の向上に向

けた事業や施策連携等

の対策効果の検討を実

施。 

九州大学移転（新規開

発）に伴う水環境アセス

メントとして、各行政組

織等による水循環系の

保全対策の合理化や総

合化を提案し、現計画に

対する有効性を確認。 

非定常水循環解析モ

デルを構築し、手賀沼の

水循環系回復による水

質改善方策を立案し、手

賀沼水循環回復計画を

とりまとめ。 

50～100 年後の将来

像を目標とした都市化

流域における水循環系

再生構想の策定。 

50～100 年後の将来

像を目標とした都市化

流域における水循環系

再生構想の策定。 



 

 

 

「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて」の構成 

 
 
 

《健全な水循環系の構築に向けた基本的な考え方》 
 

第１章 水循環系の現状と課題 
 

第２章 健全な水循環系構築のための計画づくり 
 

 

《計画づくりのためのツール》 
 

第３章 水循環系の状態把握手法 
 

第４章 水循環系の問題点に関する要因分析手法 
 

第５章 基本方針、目標設定、対策の検討 
 

 

《地域における推進方策》 

 

第６章 地域における健全な水循環系構築に向けた取組の推進 
 

 

《地域における計画づくりの事例》 
 

第７章 モデル調査における技術的検討事例 
 

第８章 地域における活動と取組事例 
 

（参考－１） 



 

 
 

健全な水循環系構築のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 多様な主体の参加と連携による「健全な水循環系構築のための計画づくり」 

 

 

○ 平常時の河川流量の増加 

○ 雨天時の河川流出量の抑制 

○ 水質の向上 

○ 湧水の復活 

○ 地盤沈下の抑制 など  

○ 安全でおいしい水の確保 

○ 都市型水害の回避 

○ 渇水被害の軽減 

○ ヒートアイランド現象の緩和 

○ 多様な生態系の回復 など 

水循環系の健全化の効果 

（参考－２） 



 

江戸川・中川における水道原水水質の向上に向けた取組 

 

 健全な水循環系構築に関する関係省庁は、平成 12年度～平成 13年度にかけて中川・江戸川流域をモデル

として、健全な水循環系構築のための総合施策の検討を行った。 

 中川・江戸川流域では、上げ潮時に中川処理センターの下水処理水が中江戸緊急暫定放水路を経由して江

戸川に流れ込み、水道水源水質の悪化が課題となっていた。このため、これを改善することに焦点をあてた

具体的な総合施策を中心とした検討が進められ、下図に示すような結果が得られた。 

 また、検討結果を受けて「中江戸緊急暫定放水路放流口の下流移設」を直ちに事業化した。この結果、水

道水源水質の改善等の効果が得られた。しかしながら、今回の導水路付替は、三郷、新三郷浄水場には効果

があったものの、さらに下流の金町、栗山浄水場の水質改善には寄与していないと考えられるため、抜本的

な対策として、中川処理センターの高度処理の導入(一部導入済)等による汚濁負荷の削減に向けた調整が期

待されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中川・江戸川流域における健全な水循環系構築に向けた各種総合施策（抜粋）

（参考－３－１） 



江戸川・中川流域における取排水系統の再編による水道原水水質の改善例 

（緊急暫定導水路の導水管切替による例） 

１．水道原水水質の向上に向けた取組 
関係省庁によって検討された施策は多岐に及んでおり、それらを整理すると以下のようになる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．中江戸緊急暫定導水路放流口下流移設(導水管切替)の事業化例 
潮汐の影響により、中川で放流された下水処理水が中江戸導水路を経由し、江戸川で取水される水道原水に影響
を与えるメカニズムが明らかになったことから、中江戸導水路の放流先での取排水系統の再編が着目された。その
結果、中江戸導水路放流口の下流付替が事業化された。 

 
 
   (上流)                     (上流)    ＜実施前＞ 
   中 川                      江戸川 
    ↓      中江戸導水路            ↓ 
                        
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
   (上流)                     (上流)     ＜実施後＞ 
   中 川                     江戸川 
    ↓        中江戸導水路         ↓ 
                        
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
３．今後の課題 
今回の事業は、三郷、新三郷浄水場では効果があったものの、さらに下流で取水する金町、栗山浄水場の水質改
善には寄与していないと考えられるため、抜本的な対策として、中川処理センターの高度処理の導入(一部導入済)
等による汚濁負荷の削減に向けた調整が期待されている。 

○中江戸緊急暫定導水路利用を継続する場合 
・三郷、新三郷浄水場の高度処理導入 
・中川処理センターの高度処理導入 
・中川処理センター放流口の移設、バイパス化 
・浄水場取水口の上流移設 
・中江戸導水路放流口の下流移設 

○中江戸緊急暫定導水路利用を停止する場合 
・安定水源の確保 
 （ダム等の利水施設の整備） 

○その他の場合 
・浄水場取水口の上流移設（専用導水路建設） 
・原水調節地（導水施設の整備） 

中川処理セン
ター放流口 

取水口 

上げ潮 

 上げ潮時に川が逆流するため、中
川処理センターの下水処理水が放
水口上流にある中江戸導水路を経
由して江戸川に流れ込んでいた。 
 このため、江戸川の中江戸導水路
合流点の下流には水道の取水口が
あり、水道原水の水質の悪化が課題
となっていた。 

中川処理セン
ター放流口 

取水口 

上げ潮 

 中江戸導水路の江戸川合流点を
水道の取水口より下流側に付け替
えることにより、上げ潮時の中川処
理センターから下水処理水の影響
がなくなった。 
 この効果として、①原水水質の改
善が図られ、②浄水場の薬品コスト
の低減、③急激な水質変動への対応
が少なくなるなどの運転管理上の
効果も確認されている。 

（参考－３－２） 



 
 

「健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議」について 
 

 

１．健全な水循環系の構築に向けた取組 

水循環系を考える際には、森林、農地、河川、水道、下水道等の様々な分野を総

合的に捉えることが必要であり、これらに関する関係省庁が連携・協力した取組が

重要である。これまでの主な取組は以下の通り。 

 

(1) 平成10年８月、次のような基本認識のもと、水に関する関係６省庁（環境庁、

国土庁、厚生省、農林水産省、通商産業省、建設省（当時））の課長クラスで構

成する会議を設置。 

（基本認識） 

○ 21世紀の持続可能な発展のためには、健全な水循環系の構築が重要な課題。 

○ 具体的イメージや実現方策等については、必ずしも十分に共通の認識が形成

されているとは言えない状況。 

○ 健全な水循環系に関する取組がより総合的な施策効果を発揮するためには、

関係省庁が連携した取組が必要。 

 

(2) 健全な水循環系の定義、健全な水循環系構築のための基本的な施策の方向性、

水循環系の問題点の主な要因と対応策のイメージを検討し、平成11年10月、「健

全な水循環系構築に向けて（中間とりまとめ）」を発表。 

 

(3) 平成12年度以降、水循環関連情報の共有を目的としたホームページの開設やモ

デル流域における調査を共同で実施している。 

 

 

２．「健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議」の構成員 

 

  ○ 厚生労働省 健康局 水道課長 

  ○ 農林水産省 農村振興局 計画部 土地改良企画課長 

  ○ 農林水産省 林野庁 森林整備部 治山課長 

  ○ 経済産業省 経済産業政策局 産業施設課長 

  ○ 経済産業省 資源エネルギー庁 電力・ガス事業部 電力基盤整備課長 

  ○ 国土交通省 土地・水資源局 水資源部 水資源計画課長 

  ○ 国土交通省 都市・地域整備局 下水道部 流域管理官 

  ○ 国土交通省 河川局 河川計画課長 

  ○ 環境省 環境管理局 水環境部 水環境管理課長 

（参考－４） 




